別紙１

令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　古田　肇　様
（商工労働部県産品流通支援課）
募集要項等に関する質問書

首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務プロポーザル募集要項等について、質問事項がありますので提出します。

法人名（団体名）：

所在地：

担当者名：

電話：

ＦＡＸ：

電子メール：

	質問項目
	（募集要項または仕様書の別・ページ数等）

	
	

	内　　容
	


（注意）質問事項は、当様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。

提出先　岐阜県商工労働部県産品流通支援課国内展開係
〒500-8570　岐阜市薮田南2丁目1番1号

ＦＡＸ　０５８－２７８－２６５６
e-mail　c11370@pref.gifu.lg.jp

別紙２
令和　　年　　月　　日

岐阜県知事　古田　肇　様
（商工労働部県産品流通支援課）
首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務
プロポーザル参加申込書

【参加申込者】

所在地
法人名
（団体名）

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印
連絡先（電話番号）

（ＦＡＸ番号）

（電子メール）

私は、首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務プロポーザル募集要項に基づき、プロポーザルに参加します。
別紙２－２
令和　　年　　月　　日　

共同体構成員届出書

岐阜県知事　古田　肇　様
（商工労働部県産品流通支援課）
共同体の名称

構成員（代表者）

住所
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

構成員

住所
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

このたび、首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務のプロポーザルに参加するにあたり、共同体を結成しましたので届け出ます。

別紙２－３
首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務
共同体協定書

第１条

（目的）

第２条

（名称）

第３条

（所在地）

第４条

（設立の時期及び解散の時期）

第５条

（構成員の所在地及び名称）

第６条

（代表者の名称）

第７条

（代表者の権限）

第８条

（構成員の責任）

第９条

（権利義務の制限）

第10条

（構成員の脱退に関する措置）

第11条

（構成員の破産又は解散に関する措置）

第12条

（協定書に定めのない事項）

令和　　年　　月　　日

構成員（代表者）

住所
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

構成員

住所
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

※上記条項を参考に共同体の協定書を作成し、提出してください。

別紙２－４
令和　　年　　月　　日

共　同　体　委　任　状

岐阜県知事　古田　肇　様
（商工労働部県産品流通支援課）
共同体の名称

構成員（代表者）

住所
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

構成員

住所
名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

私は、下記の共同体代表者を代理人と定め、当共同体が存続する間、次の権限を委任します。

受任者

住所
共同体の代表者 　 名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

委任事項

首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務に係る以下の業務
１　　上記業務に係るプロポーザル関係書類の作成及び提出

２　　上記業務に係る契約の締結

３　　上記業務に係る委託料の請求及び受領

受任者印


（様式１）
                                                      令和　　年　　月　　日　
岐阜県知事　古田　肇　様
（商工労働部県産品流通支援課）
                                             所　在　地　
                                             名　　　称
                                             代表者氏名                　　　　　　　　　印
　　    （担当者氏名　　　　　　　　　　　　）
                                        　　　  （電話番号　　　　　　　　　　　　　）
首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務
企画提案書
　首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務プロポーザル募集要項第２　３（５）に基づき、以下のとおり関係書類を添えて応募します。
　添付書類

　　１　企画提案書
（参考説明資料添付）
　　２　見積書（様式２）（※内訳書添付）
　　３　法人等概要書（様式３）
　　４　誓約書（様式４）

　　５　その他必要な資料

　　　　・業務概要及び直近の決算が分かる資料（直近３事業年度）
　　　　・履歴事項全部証明書（発行日から３０日以内のもの）

（様式任意）
首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務
企画提案書

第１　実施方針

	○全体的な実施方針について記載



第２　具体的な企画内容及び運営手法
	○実施方法（販売商品選定方法、県の魅力の伝え方など）について提案
（１）県産品販売コーナーの設置について
　・岐阜県らしさや季節感が伝わる装飾
　・レイアウト
　・県が指定する県産品の商品の具体例（○○会社の○○○○）
　・その他の商品の選定方法
　

（２）県産品販売コーナーの運営について
　①販売にかかる基本的事項
・営業時間
　・運営体制
　・コロナ対策
　・商品説明のスキル

※仕様書の記載を踏まえて記載

　
　②県産品ＰＲに関する事項
　・「清流の国ぎふ」のコンセプトを踏まえ、それを高める工夫と具体性について記載
　・県産品のＰＲに効果的なポスターやちらしなどの販促物について記載
・店舗で販売する商品について行うＨＰやSNS等によるＰＲについて記載
　・催事の企画について記載



　
第３　実施スケジュール

	※第２の企画内容について、いつ、何を実施するのかを具体的に記載




第４　提案者の過去の実績

	※これまでに類似事業の実績や、行政からの委託を受けて実施した事業等、実績について記載し、内容の分かる資料を添付してください。




第５　提案者の能力等（経営基盤）
直近３事業年度の経営成績及び財政状態について以下の表に記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	直近（　　年　月期）
	（　　年　月期）
	（　　年　月期）

	売上高
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期純利益
	
	
	


	資産
	
	
	

	負債
	
	
	

	純資産
	
	
	


※親会社がある場合は、親会社についても同様に記載してください。なお、親会社が証券取引法の適用会社においては、親会社の個別及び連結の経営成績及び財政状態、不適用会社においては、個別又は連結のいずれかを（可能な場合はどちらも）記載してください。

　　※詳細は別添資料（直近３事業年度の決算書等）添付。
第６　事業実施体制

	※事業を推進するための体制等について具体的に記載



　

第７　社会的課題への取組み
※下表の「評価の要件」を確認し、該当するものにチェックを入れてください。
（「障がい者雇用」については、（１）（２）のいずれか該当する方にチェック願います。）

※「達成」「採用」「認定」等をチェックした場合は、それを証明する「添付書類」を添付願います。
	項目
	評価の要件

	障がい者雇用
（（１）あるいは（２）を達成している場合は２点）

	◆
（１）障害者雇用促進法に規定する障害者雇用状況の報告義務を有する事業者（従業員43.5人以上）

直近の障がい者の法定雇用率（2.3％）

· 達成　　□ 未達成
（添付書類）

　　・直近で主たる事業所の所在地を管轄する公共職業安定所に提出した
「障害者雇用状況報告書」の写し

◆※（１）以外の事業者
（２）障害者雇用状況の報告義務が無い事業者（従業員43.5人未満）

現時点での障がい者の雇用状況

· １人以上採用している　　□ 採用していない

　　（添付書類）

　　・障がい者を雇用していることを証明する書類

・身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保険福祉手帳の写し
（提出にあたっては、利用目的を明らかにしたうえで、本人の同意
を得てください）

・雇用保険被保険者資格取得時に公共職業安定所から交付される
「雇用保険被保険者資格喪失届・氏名変更届」（公共職業安定所に
おいて印字されたもの）の写し


	仕事と家庭の両立支援
（（１）に登録・認定の場合は１点、（２）に登録・認定の場合は２点）

	◆
（１）岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進企業登録制度への登録状況又は厚生労働省くるみん認定状況

□ 登録して（認定されて）いる　
□ 登録して（認定されて）いない

　　（添付書類）

　　・登録証（認定証）の写し（有効期限内のもの）

◆
（２） 岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エクセレント企業認定制度への認定状況又は厚生労働省プラチナくるみん認定状況

　　　□ 認定されている　　　　　□ 認定されていない

　（添付書類）

　　・認定証の写し（有効期限内のもの）

	若者の採用・育成
（認定されている場合は１点）

	· 若者雇用促進法に基づく「ユースエール認定企業」に認定されているか

· 認定されている　　□　認定されていない
（添付書類）

　・認定証の写し



（様式２）
見　積　書

· 企画提案書で提案した内容は、すべて見積書に反映してください（委託事業に係る経費のみ記入）。
· 行は実情に応じて追加・削除してください。

· 列幅は実情に応じて調整してください。

なお、当該様式に沿ったものであれば、エクセル等を利用して作成しても構いません。

	項目
	内容
	数量
（a）
	単位

呼称
	単価
(b)
	計
(a)×(b)
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	①　小　計
	
	
	
	
	

	②　一般管理費【　①×１０％以内　】
	
	

	③　小　計（①＋②）
	
	

	④　消費税及び地方消費税（１０％）
	
	

	⑤　合　計（③＋④）
	円


（様式３）

法人等概要書
	（ふりがな）
名称
	

	所在地
	〒　　　－

	設立年月日
	　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	資本金
	              円

	売上高
	              円 （　　年　　月期実績）

	税引前当期利益
	              円 （　　年　　月期実績）

	代表者
	役職　　　　　　　　　　氏名

	従業員数
	　　　　　　名（うち正規雇用者　　　名）

	担当者
	氏　名
	

	
	連絡先
	住所：
電話：　　　　　　　　　　　ファックス：
電子メール：

	活動目的等
	

	業務内容
	

	業務の主な特色
・実績等
	


　※　売上高等は直近のものとする。
　※　各項目の幅は適宜調整願います。

　※　設立年月日が分かる資料を添付願います。
（様式４）
誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日　
　岐阜県知事　古田　肇　様
事業者名
所 在 地
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
首都圏県産品販売コーナー設置・運営事業委託業務プロポーザルに参加するにあたり、下記の事項について真実に相違ありません。
記
１　 プロポーザル参加の要件を満たしています。

２ 　提出した書類に虚偽又は不正はありません。

























